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〈技術系人材のキャリア開発〉

研究開発人材における

雇用の流動化と人材活用システム*
一一専門技術者の実態と研究人材交流策に関する調査より一一

I はじめに

わが国の研究開発における有効な研究開発人

材の活用・創出において，ポスドク，若手研究

者，助手，技術者などをはじめとする人材の質

的レベルが，競争的な研究開発環境において問

題視されている。特に組織聞の多様なキャリア

パスへの開拓及び¥効率的なキャリア形成の確

立できる新たな人材活用システムが必要不可欠

な仕組みではないだろうか。

そこで，科学技術にかかわる研究開発人材に

対する国の政策，雇用の状況，労働環境などに

ついて整理する。その上で調査を用いて，現状

の現在の先端の研究開発現場における技術者の

役割・位置・意義等を明確化する。次に，各企

業などにおけるポスドク，若手研究者，助手な

どのニーズの特性及び企業の人材重視点の抽出，

大学・研究機関の教育状況と特性，また，研究

開発人材の中の特にポスドクを中心とした研究

者の意識の実態について明らかにする。それか

ら，企業，大学・研究機関における技術者，ポ

スドク，若手研究者助手などの研究開発人材

に対する考え方や研究開発人材の有効な活用の

ための多様な組織聞のキャリアパス及び，新た

な研究開発の創出を目指すための将来の研究活

* なお，本論文は，独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構・平成17年度第 1回産業技術研究助成事

業採択課題「バイオ・情報産業に於けるイノベーション

促進型の専門技術者キャリアのナピゲーション・モデル

の研究開発J(松山一紀近畿大学経営学部准教授代表)

の研究成果の一部を活用したものである。また，本論文

における調査研究も同助成の資金を利用して行った。
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動を担うための優れた人材の効率的な流動化構造

を確立するための新たな人材活用システムのあり

方について検討したい。なお，郵送及びメール調

査とヒアリング調査の概要は下記の通りである。

圃専門技術者の実態調査の概要

(1) 対象者:研究開発部門の管理者

(2) 対象領域:企業，大学・研究機関

(ライフサイエンス分野の研究)

(3) 調査票の送付数:32機関

(4) 調査票の回収数:32機関

(内訳:企業13社，大学13研究室，

研究機関 6研究部門)

(5) 調査方法:郵便及び電子メールによる送

付及び回収

-研究人材交流策に関する調査の概要

(1) 調査テーマ:

① 各企業・機関などにおける人材ニーズ

調査

② 大学内の研究者の教育状況・特性調査

③ ポスドクを中心とする研究者意識調査

(2) 対象者と対象領域:

①企業の研究開発の責任者:15社

② 大学・公的研究機関の研究開発の責任

者:15名

③ 大学・公的研究機関の研究者:65名

(内訳:ライフサイエンス，環境，情

報通信，社会基盤などの分野の研究)

(3) 調査方法:対象者への直接面談によるヒ

アリング
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第 1図 大学院博士課程修了者数の推移(進路別)
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11 科学技術における研究開発人材に

かかわる現状

1 現況の研究開発人材に関する焦点

科学技術創造立国を目指す我が国の研究開発

の現場において中心的な役割を担うことが期待

される研究開発人材が より一層高度な能力を

活かしていくために，大学・研究機関ばかりで

なく活躍できる多様な労働環境の整備を促進し

ていくことの重要性が取り上げられている。一

方，有効な研究開発人材の活用・創出において，

研究員，助手，ポストドクター，博士課程修了

者などをはじめとする研究開発人材の質的レベ

ルが，競争的な研究開発環境において問題視さ

れている。また，これまでの既存の教育・人事

システムから，大学，公的研究機関，ベン

チャー企業，大企業等をはじめ研究開発人材の

能力上(人材育成)の課題及び制度上の課題，

研究・労働形態の変化における課題，また，企

業の人事制度改革など多岐にわたる厳しい状況

が，一層研究開発を促進する上で考えなければ

ならないことは言うまでもない。

これらのことについて大学・公的研究機関に

おける研究員，技術者，助手，ポストドクタペ

博士課程修了者などの任期付及ぴ契約職員の研

究開発人材の多様なキャリアパスの開拓及ぴ，

将来の研究活動を担う優れた人材が新たな研究

開発の創出を目指すための効率的なキャリア形

成の確立できるためのシステムであるか現在の

状況について整理したい。

2 研究開発人材にかかわる労働環境

1) 研究開発人材に対する政策

平成8年7月に策定された「科学技術基本計

画」において(平成 7年に制定された「科学技

術基本法」に基づき)， Iポストドクタ一等 1万

人支援計画」が提唱されたが(日本学術会議

[2005J) ，文部科学省の「平成18年度学校基本

調査」によると，大学院博士課程修了者の数は，

年々増加し，平成18年度には，平成 7年の1.9

倍の約 1万5千人に達している。その中で大学

院博士課程修了者の進路をみると，就職者の割

合は57%に留まっており，さらに，進路が未確

定な者(未就職者)が全体の約26% (約4216

人)を占めているなど深刻な就職難がうかが

える(第 1図参照) (文部科学省生涯学習政策
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第 2図 民間企業の研究開発者の採用実績
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局 [2006J)。政策とは逆に，増えすぎたポスト

ドクターと博士課修了者の就職難が社会的にも

問題となっている。

また，産業界におけるポストドクターと博士

課修了者などの採用，処遇等の環境整備及び多

様なキャリアパス等の整備の遅れなどが指摘さ

れているが，文部科学省の「平成17年度民間企

業の研究活動に関する調査」によると，ポスト

ドクターの就職先としての企業の採用実績にお

いては， I全く採用していないj とする割合が

64.0%であり， Iほとんど採:用していない」と

「採用する年もあるj も含めると98.7%，同様

に博士課修了者においても90.1%となっており，

大企業への就職が非常に難しいことがわかる

(第2図参照)。 今後の研究開発者等の増減見込

みは，ポストドクターと博士課修了者で「ほぼ

変化なし」と「減少する」とを合わせて，それ

ぞれ97.1%と91%を占めている。その理由とし

ては， I経済的な理由で増やせない」や「研究

開発者の研究開発分野のシフトで対応J等があ

げられている(文部科学省科学技術・学術政策

局 [2006J)。

このような背景から，研究開発人材に対する

雇用の流動化や多様性の拡大を含めた検討が重

要となる。現にポストドクターと博士課修了者

などの研究開発人材に対する厳しい労働環境の

変化と同時に，ポストドクターと博士課修了者

の研究者としての位置づけが不透明であり，

キャリアパスにおいてもが不明確であるという

問題が示されている。将来の研究開発の中心的

な役割を担うことが期待される研究開発人材が

有効に研究開発できるための改革が今急務とさ

れている。

2) 研究開発における雇用状況

不況の影響から，技術者(テクニシャン)と

いえる研究補助者及び技能者の従業者数は研究

者に比べ，平成11年から減少傾向がおおきく

なっており，厳しい状況がつづいている。研究

者 1人あたりの技術者 (研究補助者及び技能

者)は平成18年には0.17となり研究者10人に対

し技術者 2人をきっている(第 1表参照) (文

部科学省科学技術・学術政策局 [2006J)。それ

だけに高い技術力を持った即戦力の技術者が求

められている。このため即戦力となる技術者の

育成，最先端の高度な技術者の育成，国際的な

競争力ができる人材の育成から，将来の産業の

必要性から新たな雇用の創出の可能性がある。

3) 労働・研究環境の変化

我が国の企業組織において，内部労働市場の

力が強く，全体に転職が少ないと言われるが，
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第 1表研究関連の従業者数
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置研究関連従業者数 (単位:100人) ・研究者 1人当り

総数 研究者 補助者 技能者 事務・他 補助者 技能者 合計

平成11年 10，300 7，572 868 

平成12年 10，221 7，619 845 

平成13年 10，000 7，507 790 

平成l4年 9，725 7，563 688 

平成15年 9，681 7，573 670 

平成16年 9，944 7，873 674 

平成17年 10，099 7，909 731 

平成18年 10，362 8，200 717 

-うち企業のみ

919 

844 

812 

671 

651 

625 

676 

655 

941 0.11 0.12 

913 0.11 0.11 

892 0.11 0.11 

803 0.09 0.09 

786 0.09 0.09 

672 0.09 0.08 

783 0.09 0.09 

790 0.09 0.08 

圃研究者 1人当り
(単位:100人)

0.24 

0.22 

0.21 

0.18 

0.17 

0.16 

0.18 

0.17 

総数 研究者 補助者 技能者 事務・他 補助者 技能者 合計

平成11年 6，132 4，292 695 699 446 0.16 0.16 0.32 

平成12年 6，045 4，338 670 620 418 0.15 0.14 0.30 

平成13年 5，817 4，214 610 589 404 0.14 0.14 0.28 

平成14年 5，617 4，307 513 471 326 0.12 0.11 0.23 

平成15年 5，558 4，312 486 451 309 0.11 0.10 0.22 

平成16年 5，806 4，588 477 436 305 0.10 0.10 0.20 

平成17年 5，874 4，559 521 485 310 0.11 0.11 0.22 

平成18年 6，098 4，815 526 450 307 0.11 0.09 0.20 

出所:["平成18年科学技術研究調査」総務省，統計局，参照加工。

長期雇用，年功序列，企業内組合といった日本

的雇用慣行に大幅な見直しが急速に行われてい

る。そのような中で技術革新に不可欠な知識

の移動と融合・統合を実現していく上で産学官

のセクタ一間の研究人材の労働移動を促進する

ことが非常に重要とされているが，大企業にお

いては，長期不況などの下，外部労働市場にお

ける需要が低いことや派遣労働，パート労働な

ど他の就業形態の多様化というような問題など，

雇用の流動化が進まない阻害要因がいくつか重

なっている。

大学の博士課程取得者の研究開発人材(研究

員，助手，ポストドクター，博士課程修了者

等)においては，①研究分野が細分化し，産業

界が求める能力が養成されておらず，硬直化し

ている，②アカデミック指向が強く，産業界で

雇用されてもモチベーションなどの問題がある，

③賃金，退職金，年金制度などの不利益の問題

がある。④自己のキャリアに対するリスク管理

の低さによる限られたネットワークでの研究環

境の移動に止まる指向が強いことなどが，大き

な流動化の阻害要因として考えられる。また，

大学や公的研究機関などの組織においては，①

任期制，公募制による長期の研究計画が立てに

くい，②任期制運用に伴う労務管理，任期が切

れた後の支援に消極的である③ノウハウの蓄積

や知的財産の管理などが困難なる，④研究環境

に対する不整備による不満(研究資金，研究支

援などのサポート，研究設定の自由度，流動に

対するインセンテイブなど)などが大きな阻害

要因として考えられる。現在，大学や公的研究

機関の研究環境は，独法化に伴って変化し続け

ている。それは，研究開発に対する目的が新た

な技術シーズの創出から新規産業の創出まで，

経済の発展や社会ニーズに貢献することが義務

づけられてきているなど，これらの要因が，今
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まで大学や公的研究機関が中心となって進めら

れた基礎研究，探索研究だけに留まらない，応

用研究，産業化までと言った，つまり大学発ベ

ンチャー等の起業化も含めた研究環境に変わっ

てきている。

4) 研究開発人材の雇用の流動化に伴う人材

サービス

現在の雇用情勢と労働者の変化により，ミス

マッチによる失業率(需要不足失業率なとつの

増加に伴い，非正規の職員(特に派遣・契約・

委託など)の労働形態で働く人が増加してきて

いる。その現象により，労働市場によるサービ

ス産業(労働者派遣(人材派遣)，職業紹介

(ハローワーク，人材紹介，ヘッドハンテイン

グ，アウトプレスメント))の規模が非常に大

きく拡大しており，中でも労働者派遣の割合が

全体の半分以上を占めてきていると言われてい

る。雇われる側として，個人の意向や能力に

あった組織や働き方に適応した労働者ニーズ

(労働者の変化)，一方，雇う側として，正規で

の採用を減らし，リストラなどによる人件費の

コスト削減ができる組織の雇用情勢にあった労

働形態で、のニーズが流動化に伴うサーピスの市

場規模が拡大する状況になっている。

しかしながら，博士課程取得者の研究開発人

材(研究員，助手，ポストドクター，博士課程

修了者等)の雇用の流動化に伴うそれぞれの

サービスを見ると，労働者派遣においては，ま

だ十分に研究開発人材を扱うには，至っていな

いの(技術者派遣は扱う)が現状である。大手

企業やベンチャー企業，大学・研究機関なども

含め，ハローワークには ほとんど研究開発人

材の求人を出していないのが現状である。人材

紹介，ヘッドハンテイング，スカウト等の会社

では，求人企業の依頼に基づいた最適な人材を

引き合わせているが，研究開発人材をヘッドハ

ンテイングする上で，研究分野の専門性だけで

はなく，マネジメント能力など他の求める能力

も必要条件となり，適材適所に合う人材の紹介

が非常に難しい。また，アウトプレスメントの

会社では，非正規職員(任期付など)の研究人

材に対する支援は扱えない。なぜなら，基本的

に対組織との契約になり，正規職員でもない研

究人材に対して組織として再就職を支援する制

度は，非正規の研究人材に対し，組織がアウト

プレスメントの会社を扱わないのが一般的であ

る。

以上のように，既存の雇用の流動化に伴う

サーピスでは，研究開発人材が効率的に労働移

動(転職)するための機能を果たすことができ

るとはいえない。

3 組織と研究開発人材にかかわる雇用の流動化

へのリスクヘッジ

以上のような研究開発人材にかかわる労働環

境の中，研究開発人材自身や組織上の制度とし

て流動化に伴うリスクヘッジについても考える

ことが必要ではないか。個人の自分自身のキャ

リアにおいて，研究テーマの目標をもって成果

を積み上げていくプロセスに，その時どきの

チャンスと適性を見極めて， リスクをとって果

敢にチャレンジし，その試練を乗り越えること

ができるようなキャリアのリスクヘッジにする

考え方，組織として研究開発人材のキャリア形

成を考えるためのリスクヘッジを行っていくこ

となどが大切である。このことで重要なのは，

研究リーダーなどのトップが人材のマネジメン

トのリスクヘッジを考えることができるかに

よって，効率的な研究開発に繋げることができ

るという認識を持つことが必要であると考えら

れる。それぞれに於ける立場でのリスクヘッジ

により，より有効な研究開発人材の労働移動の

ためのシステムが機能できる。労働市場のサー

ビスが多種多様に対応されることで仕組みが整

備され，市場の需要と供給のバランスの変化が

よくなることができ，また，制度的なネット

ワークによる流動化への役割を果たす主体の組

織が高度な人材の活用を促進できるシステムに

なると考えられる。
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第 3図 技術者(技能者、テクニシャン)の専門化と 2極化
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(テクニシャン)
専門的

技術(テクニシャン)業務
高度な実験・測定，専門的・

特殊な機器操作等

111 研究開発人材における雇用の

流動化と人材活用システム

1 研究開発人材における雇用の流動化するための

焦点

以上のようなことから，わが国の研究開発に

おける人材活用・創出において，研究者，技術

者，ポスドク，助手などをはじめとする人材の

質的レベルが，競争的な研究開発環境において

問題視されている。また，研究開発人材の活用

と多様なキャリアパスへの開拓など十分なシス

テムの改革はなされていないことがわかった。

これらのことをふまえ，企業，大学・研究機

関に対して調査を行い これまでの既存のシス

テムから，研究開発人材の採用上の課題点及び

企業の人材重視点の抽出，大学・研究機関の考

え方における課題，また，研究開発人材(ポス

ドク，若手研究者，助手など)の意識の実態な

どの観点から新たな研究開発人材の活用システ

ムのあり方についての調査結果から検討したい。

2 専門技術者(テクニシャン)の実態

最初に専門技術者の実態を見てみることにす

る。先端的な研究開発において，研究者とチー

ムを形成し，効率的な即戦力となる技術者が求

められている。また 新たな技術開発への転

換・新規参入の時には，とりわけ即戦力となる

技術者が必要となっている。企業においても高

度な能力を有する技術者は，開発のスピード，

コストの増大，国際競争などから非常に重要な

役割となっている。

技術者(テクニシャン)に対し「技術力の高

さ」求める傾向が高くなっており，専門技術者

を嘱望する高まりがみられる。技術者は研究を

進める研究者を補佐する業務者的傾向がみられ

たが，特にライフサイエンスの研究の分野は広

いこともあり，基礎的・汎用的実験業務から高

度な実験・測定，専門的・特殊な機器操作等の

高度専門技術を行う専門技術者となる(第 3図

参照)。これは，研究者の研究開発領域が専門

化されるに従い，専門特化された技術者も必要

となっていると言える。

また，研究開発現場において，技術者(テク

ニシャン)は，業務内容から 2極化が進行して

いる傾向がみられる。その業務は実験材料の調

整，保存，管理，試薬の調整，汎用的な実験・

解析・測定等と広範な業務を担当しているが，

近年の技術者の業務に分化傾向がみられる(第

4図参照)。すなわち，研究業務における基礎

的汎用的業務と，専門的技術を要する実験・測

定や機器操作等研究者と一体になって行うより

専門的な業務に分化する傾向がみられる。

1) 研究者とテクニシャンの違い

研究者と技術者(テクニシャン)の違いにつ

いて見てみると， I職務領域jが4分の 3と多

くなっている。対象別では，企業が「職務領

域JI雇用形態」が同率で挙げられているが，

大学・研究機関では「職務領域」が8割で最も

多く違いがみられる(第 5図参照)。技術者

(テクニシャン)の管理上の問題としては，円
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第4図 高度な専門技術者・研究者の業務の専門職化
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第5図研究者と技術者(テクニシャン)の違い

~ 二 体 1Iι ¥ 業 大学・研究機関

職務領域

雇用形態 47 69 32 

職 位瞳盟盟歯菌 31 瞳盟 23 37 

専 門職輯覇 16 8 盟置 21

戸寸Lー 歴瞳 9 。 融轟轟 16

単なる名称目 3 。 置5の違い

部 署 。 。 。
社 歴 。 。 。
その 他 覇 軍 16 瞳豊富 11

特に違いは 。 。 。
ない

わからない 。 。 。

滑な業務推進の観点から，モチベーション，コ

ミュニケーションを高めることの大切さが挙げ

られている。

2) 技術者(テクニシャン)の採用方法と供

給・育成

テクニシャンの採用方法では， I民間キャリ

アパンク」が最も多く，次いで「新聞等一般公

募Jの順である。対象別では，企業が「民間

キャリアパンクJ，I新卒(専門校卒、高専卒)J
の順であるが，大学・研究機関では「新聞等一

般公募JIその他(紹介等)Jの順で採用形態に

違いがみられる(第 6図参照)。また，テクニ
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第 6図技術者(テクニシャン)の採用方法

ノ二E:"二 体 ノi乙¥ 業 大学・研究機関

民間キャリアパンク 28 46 16 

新聞等一般公募 22 。 37 

新卒(専門校卒，高専卒) 16 31 瞳 5

新卒(修士卒以上) 16 薗睡 8 21 

新卒(学部卒)瞳覇 13 15 瞳盟 11

職安・人材銀行 13 盟盟 8 16 

研究機関からスカウト 13 8 16 

民間他社からスカウト 15 盟 5

NPOからの紹介輯 6 。 瞳盟 11

そ の他 25 31 21 

決まっていない瞳輯重量 13 15 瞳盟 11

わからない瞳盟 9 盟睡 8 瞳醒 11

第 7図技術者(テクニシャン)業務の対応の仕方

~ 二 体

外部の専門業者にアウトソー聞 6
ングしている

アルバEイ業ト務・パをー手ト伝，契っ約て社員
を雇し もらう 41 

研究所内の専門部署または
13 

専門職のメンバーが行う

メンバー全てが社員・職員

(研究室学生が)で主あにる担た当めす，社る 瞳瞳輯自 13
歴の浅い社員

メンノtーが手分け時しにては行行うう。
上級職の社員も

31 

シャンの供給・育成において， I特化したスキ

ルを持つ」人材の要望が強く。「技術力の高い

研究機関での経験Jが求められている。育成に

あたっては「コミュニケーションjの大切さが

指摘されている。

。

ノ:iEム 業 大学・研究機関

15 。

38 42 

23 瞳5

15 瞳麗醒自 11

23 37 

置睡 5

3) 技術者(テクニシャン)の業務の対応の

仕方

次に技術者(テクニシャン)の業務について

見ると，所内における技術者の業務は「アルバ

イト・パート，契約社員を雇い業務を手伝って
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第 8図 今後重要になる技術者(テクニシャン)の技術力

f、‘
ニ包 体 企 業 大学・研究機関

第 9図技術者(テクニシャン)に求める能力

技術力が高いこと

仕事への姿勢・意欲

特化したスキルがある

b 
d二

広い領域の作業ができる富盛覇 28

体

53 

38 

78 

ノ、i

i上二 業 大学・研究機関

77 79 

62 47 

38 37 

46 腫盟 16

技術レベルアップの向上心瞳盟盟 28 瞳豊富 15 37 

コミュニケーションカ瞳盟 19 車 8 瞳聾覇 26

専門領域を持っている瞳盟国 富田量 23 輯 11

規則の道守瞳覇 16 櫨量 15 醒自由 16

経験が多いこ と 輯 13 盟 8

研究者的な思考覇 6 盟 8

最新技術情報の収集目 3

社内外の連携・共同目 3

科学者としての資質 。
リーダー能力がある 。
育成(部下など)ができる 。
社会的ニーズの把握 。

その他 。
特にない 日

もらう」ケースが4割と多く， I所内の専門部

署，専門職メンバーが行うJ(13%) を上回っ

ている。また， Iメンバーが手分けして行う。

上級職社員も時には行う」全体の 3割で，企業

より大学・研究機関に多い。企業では「外部の

専門業者にアウトソーシングしているJケース

も15%ほどみられ，汎用的なテクニシャン業務

は『委託業務化』の傾向が伺われる。テクニ

シャンがいない研究所(部署)の業務対応をみ

。
。
。
。
。
。
。
。

瞳覇 16

車5

置5

盟5。
。
。
。
。
。

ると，半数が「メンバーが手分けして行う。上

級職社員も時には行う」で， Iアルバイト・

ノfート，契約社員を雇うJケースもみられる

(第 7図参照)。

4) 技術者(テクニシャン)のf支術力と能力

技術者(テクニシャン)が今後重視される技

術力としては， I特化したスキル」と「幅広い

能力」とが括抗している。「その他jは両方重

視，どちらともいえない等の意見であることか



研究開発人材における雇用の流動化と人材活用システム

第10図今後重要になる能力
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特化したスキル

技術力が高いこと

仕事への姿勢・意欲瞳盤富盟富盛彊盟 50

特化したスキルがある 睡聾畠-・亜盟聾輯醐 67

広し領域の作業ができる轟轟豊富 25

技術レベルアップの向上心轟轟 17

コミュニケーションカ覇 8

専門領域を持っている聾覇 17

規則の遵守轟轟 17

経験が多いこと重量 8

研究者的な思考 O 

最新技術情報の収集関 8

社内外の連携・共同 O 

科学者としての資質 O 

リーダー能力がある O 

育成(部下など)ができる O 

社会的ニーズの把握 O 

その他 O

特にない O 

ら，対象別にみると，企業では「その他jが3

割を占め，大学・研究機関に比べ「特化したス

キルJと「幅広い能力」の両項目を重視する傾

向が強いといえる(第8図参照)。

また，技術者(テクニシャン)の今後重要に

なる能力としては， I技術力が高いこと」が8

割と非常に高く，次いで「仕事への姿勢・意

欲JI特化したスキルがあるJとなっている。

「広い領域の作業ができる」は企業での重視度

が大学・研究機関に比べ高くなっている(第 9

図参照)。今後重要になる能力別では， I技術力

が高いことjは企業，大学・研究機関共に重要

になるとの評価を得ているが， I特化したスキ

ルがあるJは当然ながら特化したスキル重視派

で7割と高い評価となっている(第10図参照)。

3 企業における研究開発人材に対する実態

1) 研究開発人材の採用

ここでは，企業(研究所)の人材マネジメン

トの中の研究人材の採用に向けた実績，方法，

幅広い能力

瞳盟置麗盟聾盟蝿彊富田 54

瞳盟 15

瞳輯覇軍31
麗橿富田昌櫨醐 38

瞳撞富田 23

置自 8

瞳覇 15

醒富田 23

覇8

-・・園幽田園・・国置 E圃

E....33 

EE  
E 眠圃圃圃

及び採用上の課題，人材の重要点などから実態

を見てみる。最初に，採用の実績について見る

に研究開発職にドクターやポスドクなど若手

研究者を定期的に採用している企業は少数で，

定期採用の中心はマスターであり，ポスドクな

ど若手研究者については中途採用が一部でみら

れる程度である。特に採用実績・経験を持つ大

手企業は，基本的にポスドクの採用には消極的

と考えられる。

このように企業の多くがポスドクなどの採用

に消極的な要因として以下の 4点が考えられる。

①研究観やマインドの相違，②人事制度，③受

け入れ体制の不備，④研究部門の絞り込みによ

る受け皿の減少等が考えられる。①は，民間企

業における研究開発はその性格上，一定の期間

に一定の成果(製品化など)を求める応用研究

が中心になっている。一方 若手研究者は長期

的視野に立った基礎研究や自分の専門分野への

こだわりが強い傾向にある。このように両者に

は研究開発に対する基本的なスタンスの違いが
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存在している。企業は年齢的・待遇的にもポス

ドクなどには即戦力(研究+マネジメントな

ど)となることを求めており，研究観やマイン

ドの修正に手間の掛かる人材の採用には消極的

にならざるを得ないのが実情である。②は，国

内の企業全般に現在でも長期雇用や年功序列の

考え方は根強く残っている。研究部門において

も学士やマスターの段階で採用して，社内で育

成していくのが主流である。中途採用の研究開

発人材については待遇面の処遇が難しい，とい

う問題も抱えている。③は 即戦力化を期待す

る人材(ポスドクなど)に対して，企業側が研

修・養成期間を設ける余裕はなく，その姿勢が

みられないのもある意味では当然である。また，

特別な職種の中途採用者に対する指導・研修シ

ステムが整備・確立しているとはいえない。最

後に④は，企業のスタンスが応用研究中心であ

り，短期的な利益や製品化に直結しにくい研究

組織は，衰退の傾向にある。これによりポスド

クなど基礎研究志向の人材の受け皿そのものが

減少しているものと言える。

2) 研究開発人材の採用

次に採用方法について見ると，基本的に中心

は過去のつながりがある「教授の紹介Jや，

rWEBJ， r学会誌」を通じた直接面接を繰り

返して採用する，という方法が主流になってい

る。人材派遣会社や斡旋・紹介会社の利用は少

なく，そして，過去つながりのある教授の紹介

を除けば，採用に関して大学や研究機関側が企

業に対して積極的に働きかけをしている様子は

みられない。この背景として研究者自体がアカ

デミック志向中心であることや企業の人材ニー

ズに無関心であること等が要因として指摘され

る。大学においては研究人材を企業の側に供給

しようとする意識自体が希薄な傾向にある。教

授は自らの研究成果獲得や研究室の後継者育成

には熱心であるが，元々企業へ人材を送り出す

という発想に欠けており，その人材ニーズ、も把

握していないケースが多い。また，研究機関は

本来の役割から省みて人材の移転を前提とした

養成・教育システムの構築に取り組むことはな

く，企業とのルート作りにおいても技術移転の

視点はあっても人材移転の視点には欠けている。

3) 採用上の重視点と課題

最後に企業の採用上の課題・重視点について

結果を見てみると，以下の 3点が指摘されてい

る。①大学研究室が企業ニーズを理解していな

い，②大学とのネットワークがない，③事業

ニーズにマッチする学問分野が不明確であるな

どがあげられる。例えば，個人的ネットワーク

を頼りに大学研究室に接触した場合も大学側が

企業のニーズを理解しておらず，結果的に採用

に結びつかなかった というケースが見受けら

れる。また，企業の事業内容によっては研究分

野が複数にまたがっており 適切な学問分野が

みつけにくいケースがある。しかも民間企業で

あれば，研究内容など機密情報の漏洩に細心の

注意を払うのは当然で，特許情報などの流出を

警戒していることも言える。また，新規産業分

野の企業は，産業としての歴史が浅いことや対

象事業が複数の学問分野にまたがることなどに

よりネットワークに乏しく 事業にマッチする

学問分野が不明確であるという指摘も課題要因

として言える。

4 大学・研究機関における研究開発人材に対する

特性

1) 研究開発人材に対する就業と就職状況

大学・研究機関における調査では，研究開発

人材に対する就業状況(ポスト，共同研究な

ど)や企業就職への教育・指導についてなどの

特徴を見てみる。大学及び研究機関における常

勤職ポスト(パーマネントポスト)は，今後減

少すると予想されている。主な理由は少子化の

進行による学生数減少と，行政改革によるコス

ト削減(国立大学，国立研究所の独立行政法人

化)の影響である。現状， r大学院重点化計

画」により大学教授・助教授のポストは増えて

いる。但しこれは他のポストをスライドさせて

増やしているに過ぎず，講師や助手のポストは

減少している。既に若手研究者の代表的な就職

口である助手や講師のポストはかなり狭き門と
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なってきているのが実情である。独法研究機関

も行政改革によって基本的にパーマネントポス

トは減少傾向にある。独法研究機関においても

長期雇用される常勤研究員の数は数百人しかお

らず，その数はここ10年間程横這いといわれて

いる。一方，任期付の雇用契約に基づいた研究

者(研究補助者も含む)が数千人も在籍してい

るのが実情である。

2) 共同研究と人材交流

共同研究やインターンシップ，オープンラボ

などについて見ると，大学，研究機関と企業の

人材交流の場面は増えてきている，という見解

が主流である。一定の交流機会を持ちながらこ

れを雇用の流動化に結び付けられていないのは，

交流における目的意識の違いがあり，特に共同

研究においては大学側には企業が求める研究内

容・成果への共同参画という意識が強い。あく

までも研究が主目的になっているためである。

但し共同研究の過程で優秀な研究者が企業側か

ら勧誘されるケースはある。企業の「インター

ンシップが機能していない理由jについて企業

側は，その対象者としてマスターを重視してお

り，ポスドクは対象と考えていないケースが多

い。また，共同研究でも企業は事業に直結した

研究成果・スピードを求める傾向にあり，人材

交流が主目的ではない。人材交流を目的として

インターンシップを実施している企業からも研

究者は目的意識が低いとみられており，結果的

に中身の薄い交流に止まるケースも多いと思わ

れる。

3) 任期制と公募制

次に大学・研究機関における任期制・公募制

について，人材交流や雇用の流動化促進の方策

として任期制の導入が進められており，その導

入率は比較的高い状況にある。しかし，そこに

は次のような問題点を抱えているのが実情であ

る。①長期的視野に立った基礎研究になじまな

い，②研究レベルが低下する可能性がある，③

公募制の導入も進んでいるが，形骸化している

などが言える。特に①は 基礎研究を志向する

ポスドクにとって，任期制の雇用期間 (1-5 

年)は一定の成果を挙げるには十分とはいえな

い。しかも任期後のポストが保証されていない

ために，結果的に他の研究ポストを渡り歩く事

態になっている。企業だけでなく大学・研究機

関側も研究者に対する就業教育の不足を指摘し

ている。アカデミック以外にも研究者として活

躍する場があることやアカデミックポストの現

況を踏まえたキャリアパスの提案といった教育

が不足していることもポスドクの職業意識が低

い理由の一つで、ある。また，教授の評価制度を

改めるべきとする指摘がある。研究成果だけで

なく，研究員(指導教授研究室出身)の社会や

企業における貢献を教授の評価に加えることで

人材育成への意識が高まることを期待している。

5 研究者における意識の実態

研究者における調査では，進路の選択，企業

への就職意識，自己研鎖などから実態を見てみ

る。研究者の進路選択については，圧倒的多数

がアカデミックキャリアを志望している。要因

として以下の点を指摘できる。①自由な研究体

制，②学術研究のリーダー的拠点への共感と企

業内研究実態についての認識不足，③研究者育

成における職業意識教育の欠落，④アカデミツ

ク機関以外に研究者ニーズを満足させる魅力あ

る受け入れ先がないなど，企業，研究者側双方

に離反関係が続いている。根底に相互の理解不

足がある。企業への雇用の流動化が進まず，ポ

スドクとして雇用し切れない結果，オーバード

クター問題が，またポスドク任用期間後のオー

ノてーポスドク問題がそれぞれ解決テーマとして

直面している。ポスドク側の課題として自立に

向けた意識改革や企業の人材ニーズに対する理

解などがある。企業出身者や共同研究者は，応

用研究中心でアカデミックがベスト環境でない

ことや，企業経験と産学問の情報交流で企業内

研究の実情についての理解も進み，アカデミツ

クに支すするこだわりは強くない。しかしながら，

大学での経験しかない研究者は，圧倒的多数が

アカデミックを志望していることから，ほとん

ど就職活動経験はないと思われる。就職活動が
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活発化しない原因には研究職志望者に対して，

職業意識教育がなされていないことも背景にあ

ると見られる。もちろん，人材パンク，派遣会社

への登録経験についてほぼ全くない状況である。

企業出身者，産学共同研究経験者は，企業勤

務に肯定的で将来の進路に企業も選択肢に含め

る傾向がある。このような傾向の理由として次

の点が挙げられる。①大学は教育・研究機関で

あり必ずしもベスト環境ではない，②企業家と

の交流や企業勤務経験者はアカデミックへのこ

だわりは強くない，③企業に戻ることを目的に

研究などスキルアップ成果を企業に戻り実現す

るという明確な目的意識の下に，アカデミアで

の研究に従事している。しかし，注視すべき見

解としてアカデミックキャリアを希望するポス

ドクにおいて，企業への就職活動は「どのよう

に就職活動してよいかわからない」が挙げられ

る。学部卒の場合は，大学の就職部が学生に

様々な就職支援を行う中で，学生は就職訓練や

意識付けがなされる。広い意味の職業意識教育

が行われている。しかし，マスター以降の就職

支援は，学部生対象の場合ほど注力されず，本

人任せの部分が多い。いかに職業意識教育が不

足していたかを示しているように思われる。現

下のアカデミックキャリアへの就職の困難さを

見るとき，職域をもっと広く捉える思考を身に

付けるよう，研究者向けの職業意識教育の大切

さを示していると解される。また，ベンチャー

への就職に関心ある研究者は，自己の研究分野

との合致，研究の自由性，十分な研究設備の具

備がベンチャー検討の 3要素になっている。実

際に 3要件を満足できることは稀で，現実は就

職の検討レベルにない。大学発のベンチャーは

数多く設立されているが，雇用吸収力は弱く，

分野も応用研究領域への考えも含むことに限定

されている。企業就職のための自己研鑓，研鐙

のための外部援助について 企業への就職をす

ることに関しては一般教養や自己による一般的

情報収集で可能な範囲であり，周辺知識の獲得

に関しては，特筆するような内容は含まれてい

ない。

6 研究開発人材活用及び雇用の流動化の構造

研究開発人材の問題構造の根本要因は，大学

教員などアカデミックポストとドクターとの需

要と供給のバランスが崩れていることに起因す

る(第11図参照)。問題の発端は90年代にまで

遡る。当時，科学技術や社会システムの高度

化・専門化に対応すべく，高度教育の機会を広

く与えようとしたのが「大学院重点化計画」で

ある。これにより大学院の定員数は大きく増加

したが，大学院の教員数を増やしていないため，

この時点で既にドクター数とアカデミックポス

ト数のギャップは拡大を始めていたのである。

そして平成 8年，科学技術基本計画(第一次)

において「ポストドクタ一等 1万人支援計画」

が実施される。一方，大手企業では中央研究所

において長期的視野に立った基礎研究にも注力す

るケースがみられた。しかし，バブル経済の崩

壊以降は応用研究重視の姿勢が鮮明になり，研

究者雇用の受け皿としての機能が低下している。

このような諸問題の中で危倶されるのは，科

学技術研究水準の低下懸念で、ある。大学や研究

機関では大量のポスドクが雇用され，ポスドク

が科学研究の下支え的役割を担っている面は否

定できない。雇用形態に係わらず研究現場では，

ポスドクの研究業績については正当に評価され

るよう取り扱われる必要がある。仮にも科学研

究の底辺を支えてきているポスドクを安易に任

用期間だけで事務的に切り捨てられていくなら

ば，科学技術の切り捨てにもつながり，国とし

ての科学技術力の低下にもつながりかねない問

題を内包していると思われる。大量に養成され

たドクターの受け皿として国が用意したのが

「ポスドク等 1万人支援計画」の実行と「任期

任用制」の導入である。任期任用制自体は研究

職に競争環境を持ち込むことによって研究者の

流動化や交流促進，研究室の活性化を促す方法

として有効であるが，研究者にとっては任期終

了後のパーマネントポストが保証されて初めて

意味をなすものである。

しかし，任期終了後のポストが確保されてい

ない現状において，任期任用制はコスト負担軽
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第11図 研究開発人材の問題構造の根本的な要因
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減(人件費以外の資金による研究職確保)のた

めの一時しのぎの策という見方ができる。また，

こうした矛盾する政策により生じたドクター余

剰問題は，大学内の選別構造をより鮮明にして

いる。一時しのぎ的に任期任用制を持ち込んだ

ため，競争環境による雇用の流動化促進という

状況において，優越的地位にある教授の推薦を

受けることができるか否かは，現実には学内で

の研究活動を継続できるかどうかに大きな意味

を持つ実態がある。ここにアカデミックハラス

メン ト発生の懸念が生じているのである。 ドク

ターの余剰状況においてアカハラ問題が増えて

きていることは，少ないポストの獲得競争の環

境下で優越的地位にある者が，決定権を握って

いる構造自体に根本原因があると考えられる

企業がポスドクに求める人材ニーズ(能力課

題，求められる人材像)は，現状のポスドクの

能力評価・課題と相反の関係にあり，企業がポ

スドクの採用に消極的な実態を反映している

(第12図参照)。ポスドクが企業の指摘する能力

上の課題を抱える背景には 彼らが本来の身の

置き場所と自認するアカデミック(大学や研究

機関)の人材ニーズが大きく影響している。つ

まり大学は研究者の養成という立場から論理的

展開力や基礎研究力といった知識能力に優れた

人材を求めていることがあげられる。そのよう

な養成環境の中で自覚的，あるいは無自覚的に

ポスドクは自らの研究者像を形成している。研

究機関においては研究に対する粘り強さがニー

ズとなっているが，これは極論すれば研究現場

の労働力として優れた人材を求めている，とい

う見方もできる。こうした環境の中で生まれた

ポスドクイメ ージ(モラトリアム，社会性やベ

ンチャ ーマインドの欠如)は，企業のポスドク

評価と本質的には同一と考えられる。大学や研

究機関が有用とみている人材の資質から考えて，

その環境において企業の求める人材が生まれに

くい状況にあるのは明らかである。加えて大

学・研究機関は研究人材に対する就業教育が不

足していることから，これらにその役割を期待

することは難しく，企業のニーズに合致した人

材養成・教育を支援する外部機関の存在が必要
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第12図 人材ニーズと能力上の評価・課題及び研究人材の雇用の流動化との係わり
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不可欠と考えられる。

7 研究人材に関する相互関係及び雇用の流動化に

向けた対応

本調査結果で明らかなようにポスドク，また

毎年生み出されるドクターの就業問題は深刻化

する一方である。アカデミックを希望するポス

ドク， ドクターが圧倒的に多い中でも余剰研究

者には就職問題で関係各所において相談は増加

しているといわれる。応用研究主体の企業と基

礎研究主体の大学の聞には，研究人材へのニー

ズ及び育成の点で考え方に大きな隔たりがある。

このため，ポスドクも企業が求める優れた研究

能力，マネジメント能力，コミュニケーション

能力など，すべてを備えた人材ばかりではなく，

長年アカデミックの環境にいた多くのポスドク

は，企業の人材ニーズ、に応えることができてい

ない状況にある。研究人材における雇用の流動

化のためには，企業とアカデミック(大学・研

究機関)の間にある考え方の隔たりを埋める必

要があるが，双方の本来の使命からみても容易

に実現するものではない。そうしたギャップを

埋める必要から人材交流の円滑化のための人材

活用するためのシステムが必要であると言える

(第13図参照)。

IV まとめ

わが国の研究開発における有効な研究開発人

材の活用・創出において 技術者，ポスドク，

若手研究者，助手などの組織間の多様なキャリ

アパスへの開拓及び，効率的なキャリア形成の

確立できる新たな人材活用システムのあり方を

構築するための問題構造の要因として，①企業

の研究人材の採用上の課題，②各大学・研究機

関における課題，③研究者(ポスドク，若手研

究者，助手技術者など)の意識の問題など大き

な要素して考えられる。特にドクター養成の当

事者である大学は，研究職のための職業教育を

ないがしろにし、雇用の流動化に貢献すること

なく，無為無策のままドクター養成を続けてき

た。大学は当該問題の当事者であることを認識

し，全社会的に研究の場の水準アップに貢献す

るべく，多様な職域に研究者を世に送り出す，

そのような体制作りをしておく義務がある。単

に研究者個人だけでなく，大学自身の意識を変

えることが出発点となるだろう。また，研究者

自身(ポスドク以外含む)の自立に向かつての

意識改革が必要である。同時に大学自体の雇用

責任の有無に係わらず研究現場で研究者を現

実に使用している立場から流動化問題の改善に

向けて，自らも積極的に係わっていく意識改革

が不可欠である。根本的には国家政策として発

現した問題であり，国家政策として対処すべき

ものと考えられる。その先導的役割が新たな人

材活用システムとして位置付けられるのではな

いだろうか。これらのことを踏まえて，今後は

各業界の業種領域における研究開発人材のため

の具体的なマネジメント施策について追求して

いく。

参考文献

日本学術会議 [2005J r科学技術基本計画における

重要課題に対する提言』運営審議会附置科学技

術基本計画レピ、ユー委員会， 2005年 2月17日。

文部科学省生涯学習政策局 [2006J r平成18年度学

校基本調査』。

文部科学省科学技術・学術政策局 [2006J r平成17

年度民間企業の研究活動に関する調査報告』。

総務省統計局 [2006J r平成18年科学技術研究調

査』。


